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前
項
の
犯
罪
に
係
る
酒
類
に
対
す
る
酒
税
に
相
当
す
る
金
額
の
三
倍
が
五
十
万
円
を
超
え
る
場
合
に
は
、
情
状
に

よ
り
、
同
項
の
罰
金
は
、
五
十
万
円
を
超
え
当
該
酒
税
に
相
当
す
る
金
額
の
三
倍
以
下
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

32

第
六
項
（
第
十
九
項
又
は
第
二
十
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
よ
る
申
告
書
を
そ
の
提
出

期
限
ま
で
に
提
出
し
な
か
っ
た
者
は
、
一
年
以
下
の
懲
役
又
は
五
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
す
る
。

33

第
二
十
八
項
、
第
三
十
項
又
は
前
項
の
罪
を
犯
し
た
者
に
は
、
情
状
に
よ
り
、
懲
役
及
び
罰
金
を
併
科
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

34

法
人
の
代
表
者
又
は
法
人
若
し
く
は
人
の
代
理
人
、
使
用
人
そ
の
他
の
従
業
者
が
、
そ
の
法
人
又
は
人
の
業
務
又

は
財
産
に
関
し
て
第
二
十
八
項
、
第
三
十
項
又
は
第
三
十
二
項
の
違
反
行
為
を
し
た
と
き
は
、
そ
の
行
為
者
を
罰
す

る
ほ
か
、
そ
の
法
人
又
は
人
に
対
し
て
第
二
十
八
項
か
ら
第
三
十
二
項
ま
で
の
罰
金
刑
を
科
す
る
。

35

前
項
の
規
定
に
よ
り
第
二
十
八
項
又
は
第
三
十
項
の
違
反
行
為
に
つ
き
法
人
又
は
人
に
罰
金
刑
を
科
す
る
場
合
に

お
け
る
時
効
の
期
間
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
の
罪
に
つ
い
て
の
時
効
の
期
間
に
よ
る
。

（
国
税
通
則
法
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
四
十
条

新
国
税
通
則
法
第
三
十
四
条
の
二
の
規
定
は
、
平
成
三
十
年
一
月
一
日
以
後
に
納
付
す
る
国
税
に
つ
い
て

適
用
し
、
同
日
前
に
納
付
し
た
国
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

２

新
国
税
通
則
法
第
六
十
八
条
の
規
定
は
、
平
成
三
十
年
四
月
一
日
以
後
に
国
税
通
則
法
第
二
条
第
七
号
に
規
定
す

る
法
定
申
告
期
限
（
国
税
に
関
す
る
法
律
の
規
定
に
よ
り
当
該
法
定
申
告
期
限
と
み
な
さ
れ
る
期
限
を
含
む
。
以
下

こ
の
項
に
お
い
て
「
法
定
申
告
期
限
」
と
い
う
。）が
到
来
す
る
国
税
に
つ
い
て
適
用
し
、
同
日
前
に
法
定
申
告
期
限

が
到
来
し
た
国
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

３

新
国
税
通
則
法
第
十
一
章
第
二
節
の
規
定
は
、
平
成
三
十
年
四
月
一
日
以
後
に
し
た
行
為
に
係
る
国
税
（
前
項
の

規
定
に
よ
り
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
る
国
税
を
除
く
。）に
関
す
る
犯
則
事
件
の
処
分
に
つ
い
て
適
用
す

る
。

（
国
税
徴
収
法
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
四
十
一
条

第
九
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
国
税
徴
収
法
（
次
項
に
お
い
て
「
新
国
税
徴
収
法
」
と
い
う
。）第
三

十
三
条
の
規
定
は
、平
成
三
十
年
一
月
一
日
以
後
に
滞
納
と
な
っ
た
国
税
に
つ
い
て
適
用
し
、同
日
前
に
滞
納
と
な
っ

て
い
る
国
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

２

新
国
税
徴
収
法
第
百
五
十
九
条
第
一
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
旧
国
税
犯
則
取
締
法
の
規
定
に
よ
る
差
押

え
又
は
領
置
は
、
新
国
税
通
則
法
第
十
一
章
の
規
定
に
よ
る
差
押
え
又
は
領
置
と
み
な
す
。

（
国
税
犯
則
取
締
法
の
廃
止
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
四
十
二
条

平
成
三
十
年
三
月
三
十
一
日
以
前
に
し
た
行
為
に
係
る
国
税
に
関
す
る
犯
則
事
件
及
び
同
年
四
月
一
日

以
後
に
し
た
行
為
に
係
る
国
税
（
附
則
第
四
十
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
る
国

税
に
限
る
。）に
関
す
る
犯
則
事
件
の
処
分
に
つ
い
て
の
旧
国
税
犯
則
取
締
法
第
十
二
条
ノ
二
か
ら
第
十
九
条
ま
で
の

規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
租
税
特
別
措
置
法
の
一
部
改
正
に
伴
う
所
得
税
の
特
例
に
関
す
る
経
過
措
置
の
原
則
）

第
四
十
三
条

別
段
の
定
め
が
あ
る
も
の
を
除
き
、
新
租
税
特
別
措
置
法
第
二
章
の
規
定
は
、
平
成
二
十
九
年
分
以
後

の
所
得
税
に
つ
い
て
適
用
し
、
平
成
二
十
八
年
分
以
前
の
所
得
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
試
験
研
究
を
行
っ
た
場
合
の
所
得
税
額
の
特
別
控
除
等
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
四
十
四
条

新
租
税
特
別
措
置
法
第
十
条
（
第
十
項
を
除
く
。）の
規
定
は
、
平
成
三
十
年
分
以
後
の
所
得
税
に
つ
い

て
適
用
し
、
平
成
二
十
九
年
分
以
前
の
所
得
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

２

新
租
税
特
別
措
置
法
第
十
条
第
十
項
、
第
十
条
の
二
第
九
項
及
び
第
十
項
、
第
十
条
の
三
第
八
項
及
び
第
九
項
、

第
十
条
の
四
の
二
第
六
項
、
第
十
条
の
五
第
七
項
、
第
十
条
の
五
の
二
第
八
項
及
び
第
九
項
、
第
十
条
の
五
の
四
第

四
項
並
び
に
第
十
条
の
六
第
四
項
の
規
定
は
、
個
人
が
施
行
日
以
後
に
提
出
す
る
修
正
申
告
書
若
し
く
は
更
正
請
求

書
に
係
る
所
得
税
又
は
施
行
日
以
後
に
さ
れ
る
国
税
通
則
法
第
二
十
四
条
若
し
く
は
第
二
十
六
条
の
規
定
に
よ
る
更

正
（
施
行
日
前
に
提
出
さ
れ
た
更
正
請
求
書
に
係
る
も
の
を
除
く
。）に
係
る
年
分
の
所
得
税
に
つ
い
て
適
用
し
、
個

人
が
施
行
日
前
に
提
出
し
た
修
正
申
告
書
若
し
く
は
更
正
請
求
書
に
係
る
所
得
税
又
は
施
行
日
前
に
さ
れ
た
更
正

（
同
法
第
二
十
四
条
又
は
第
二
十
六
条
の
規
定
に
よ
る
更
正
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）に
係
る
年
分
の
所
得
税
に
つ
い

て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
エ
ネ
ル
ギ
ー
環
境
負
荷
低
減
推
進
設
備
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
又
は
所
得
税
額
の
特
別
控
除
に
関
す
る

経
過
措
置
）

第
四
十
五
条

新
租
税
特
別
措
置
法
第
十
条
の
二
（
第
九
項
及
び
第
十
項
を
除
く
。）の
規
定
は
、
個
人
が
施
行
日
以
後

に
取
得
又
は
製
作
若
し
く
は
建
設
を
す
る
同
条
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
減
価
償
却
資
産
に
つ
い
て
適
用
し
、
個
人

が
施
行
日
前
に
取
得
又
は
製
作
若
し
く
は
建
設
を
し
た
第
十
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
租
税
特
別
措
置
法
（
以

下
「
旧
租
税
特
別
措
置
法
」
と
い
う
。）第
十
条
の
二
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
減
価
償
却
資
産
に
つ
い
て
は
、
な
お

従
前
の
例
に
よ
る
。

（
中
小
事
業
者
が
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
又
は
所
得
税
額
の
特
別
控
除
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
四
十
六
条

新
租
税
特
別
措
置
法
第
十
条
の
三
（
第
一
項
第
一
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。）の
規
定
は
、
個
人
が
施
行

日
以
後
に
取
得
又
は
製
作
を
す
る
同
号
に
掲
げ
る
減
価
償
却
資
産
に
つ
い
て
適
用
し
、
個
人
が
施
行
日
前
に
取
得
又

は
製
作
を
し
た
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
十
条
の
三
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
減
価
償
却
資
産
に
つ
い
て
は
、
な
お
従

前
の
例
に
よ
る
。

２

個
人
が
施
行
日
前
に
取
得
又
は
製
作
を
し
た
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
十
条
の
三
第
三
項
に
規
定
す
る
特
定
生
産
性

向
上
設
備
等
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

３

個
人
の
平
成
二
十
九
年
分
の
所
得
税
に
つ
い
て
前
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
る
場
合

に
お
け
る
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
十
条
の
三
第
六
項
の
規
定
に
よ
り
同
年
分
の
総
所
得
金
額
に
係
る
所
得
税
の
額
か

ら
控
除
さ
れ
る
金
額
が
あ
る
場
合
に
は
、
新
租
税
特
別
措
置
法
第
十
条
の
三
第
四
項
、
第
十
条
の
五
の
二
第
三
項
及

び
第
四
項
並
び
に
第
十
条
の
五
の
三
第
三
項
及
び
第
四
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、当
該
控
除
さ
れ
る
金
額
は
、

新
租
税
特
別
措
置
法
第
十
条
の
三
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
同
年
分
の
総
所
得
金
額
に
係
る
所
得
税
の
額
か
ら
控
除
さ

れ
る
金
額
に
含
ま
れ
る
も
の
と
す
る
。

（
特
定
の
地
域
に
お
い
て
雇
用
者
の
数
が
増
加
し
た
場
合
の
所
得
税
額
の
特
別
控
除
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
四
十
七
条

新
租
税
特
別
措
置
法
第
十
条
の
五
（
第
七
項
を
除
く
。）の
規
定
は
、
平
成
三
十
年
分
以
後
の
所
得
税
に

つ
い
て
適
用
し
、
平
成
二
十
九
年
分
以
前
の
所
得
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
雇
用
者
給
与
等
支
給
額
が
増
加
し
た
場
合
の
所
得
税
額
の
特
別
控
除
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
四
十
八
条

新
租
税
特
別
措
置
法
第
十
条
の
五
の
四
（
第
四
項
を
除
く
。）の
規
定
は
、
平
成
三
十
年
分
以
後
の
所
得

税
に
つ
い
て
適
用
し
、
平
成
二
十
九
年
分
以
前
の
所
得
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
個
人
の
減
価
償
却
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
四
十
九
条

新
租
税
特
別
措
置
法
第
十
一
条
第
一
項
（
同
項
の
表
の
第
三
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。）の
規
定
は
、
個

人
が
施
行
日
以
後
に
取
得
又
は
製
作
を
す
る
同
号
の
中
欄
に
掲
げ
る
減
価
償
却
資
産
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

２

平
成
二
十
八
年
分
の
所
得
税
に
つ
き
新
租
税
特
別
措
置
法
第
十
一
条
の
三
第
一
項
の
規
定
を
適
用
し
た
な
ら
ば
当

該
個
人
の
同
項
に
規
定
す
る
被
災
代
替
資
産
等
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
る
減
価
償
却
資
産
（
新
租
税
特
別
措
置
法
第

十
九
条
各
号
に
掲
げ
る
規
定
そ
の
他
の
政
令
で
定
め
る
減
価
償
却
資
産
に
関
す
る
特
例
を
定
め
て
い
る
規
定
の
適
用

を
受
け
る
も
の
を
除
く
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
特
例
被
災
代
替
資
産
等
」
と
い
う
。）に
つ
い
て
は
、
当
該
個
人

が
平
成
二
十
九
年
に
お
い
て
当
該
特
例
被
災
代
替
資
産
等
を
有
す
る
場
合
に
は
、
同
年
分
の
所
得
税
に
お
い
て
、
当

該
特
例
被
災
代
替
資
産
等
に
係
る
新
租
税
特
別
措
置
法
第
十
一
条
の
三
第
一
項
に
規
定
す
る
特
別
償
却
限
度
額
に
相

当
す
る
金
額
を
同
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
新
租
税
特
別
措
置
法
第
十
一
条
第
二
項
の
必
要
経
費
に
算
入
す
る

こ
と
が
で
き
る
償
却
費
の
限
度
額
に
満
た
な
い
金
額
と
み
な
し
て
、
新
租
税
特
別
措
置
法
第
十
一
条
の
三
第
二
項
か

ら
第
四
項
ま
で
の
規
定
を
適
用
す
る
。

譲
渡
す
る
義
務
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
者
そ
の
他
自
己
の
事
業
に
関
し
酒
類
製
造
者
等
と
取
引
が
あ
る
と
認
め
ら
れ

る
者
」
と
あ
る
の
は
、「
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
（
平
成
二
十
九
年
法
律
第
四
号
）
附
則
第
三
十

九
条
第
二
十
七
項
（
手
持
品
課
税
等
）
に
規
定
す
る
酒
類
を
保
管
し
た
と
認
め
ら
れ
る
者
又
は
保
管
す
る
と
認
め
ら

れ
る
者
」
と
す
る
。

28

偽
り
そ
の
他
不
正
の
行
為
に
よ
っ
て
第
九
項
（
第
十
九
項
又
は
第
二
十
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）

の
規
定
に
よ
る
還
付
を
受
け
、
又
は
受
け
よ
う
と
し
た
者
は
、
十
年
以
下
の
懲
役
又
は
百
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
す

る
。

29

前
項
の
犯
罪
に
係
る
還
付
金
に
相
当
す
る
金
額
の
三
倍
が
百
万
円
を
超
え
る
場
合
に
は
、
情
状
に
よ
り
、
同
項
の

罰
金
は
、
百
万
円
を
超
え
当
該
還
付
金
に
相
当
す
る
金
額
の
三
倍
以
下
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

30

第
六
項
（
第
十
九
項
又
は
第
二
十
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
よ
る
申
告
書
を
そ
の
提
出

期
限
ま
で
に
提
出
し
な
い
こ
と
に
よ
り
酒
税
を
免
れ
た
者
は
、
五
年
以
下
の
懲
役
又
は
五
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処

す
る
。
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